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●貸した農地は期限がくれば､必ず返つ 
てきます○ 

●期間終了後の離作料は不要です○ 

●期間満了前に､貸し手一億リ手の双方 
に通知がきますo 

●利用権の再設定によリ継続して貸借で 
きます○ 



(瀞　農地利用集積FI]滑化事業の創設により､市

町村や市町村公社､ JAなどが農地利用集積円

滑化団体となり､農地所有者の委任を受けて､

所有者を代理して､農地の貸し付け等が行え

るようになりました｡

(三〕農地所有者は､自ら貸付先を探す必要もな

く､安心して農地をまかせられます｡

⑳　担い手は､多数の農地所有者と交渉する必要がなく､バラバラになっている農

地を面的にまとめてもらい､効率的な農作業が可能になります｡

農用地利用集積計画により利用権

を設定する際､相続等で複数の者に

より共有されている農地について､

存続期間が5年以内の利用権を設定す

る場合は､共有持分の1/2を超える

同意でよいことになり､利用権が設

定しやすくなりました｡

(これまでは､共有者全員の同意が必要でした)

農業経営基盤強化促進法に基づいて農地を貸し付けた場合には､相続税納税猶予

が継続するようになりました(市街化区域内農地は除く)｡

ただし､これまで20年間､自ら営農した場合は､納税が免除となっていましたが､

この改正により貸した場合は､農地としての利用を終身継続する必要があります｡

(これまでは､農地を貸すと相続税納税猶予が打ち切られていました)




